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地域雇用政策と地方財政 
 
町田 俊彦 
 
１ 分権改革・規制改革と自治体雇用政策 
 
（１）地域雇用政策の不在 
 佐口和郎教授は、地方自治体が主体となった固有の意味の（産業政策に埋没する雇用開発や
対象療法としての雇用対策以上の）地域雇用政策は長らく不在であったという１）。 
 日本の雇用政策の特徴を、小さい失業保険・公共職業紹介及び訓練の消極性・低い最低賃金
水準として形容し、低失業率と雇用されていることが貧困につながらなかったこと（年功賃金、
低い非正規労働者の比率）がその条件としてあげられている。地域雇用に関わる政策内容は中
央集権的であり、地方自治体は受動的に執行する立場にあった。 
1987 年には地域雇用促進計画が策定され、地域において諸主体による地域独自の雇用政策策
定の試みが散見され始めたが、この法律下で設置された地域雇用開発会議は開店休業状態の場
合が多かったという。 
 
（２）2000 年分権改革と地方事務官制度の廃止、自治体雇用政策の努力義務規定の新設 
 地域雇用政策が積極化する契機となったのは分権改革である。戦後、戦前・戦時期に中央集
権システムを支えてきた官選知事制が廃止され、都道府県が法人格をもつと、中央省庁は地方
自治体を国の出先機関とする機関委任事務を乱発するとともに、政府管掌健康保険、職業安定
業務、陸運業務などで地方事務官制度を導入した。2000 年４月以降の一括法の施行による分権
改革では、職安法第９条の改正により、地方事務官制度が廃止された２）。職業安定業務に携わ
る職員は国家公務員に統一されて、労働省（現在は厚生労働省）の出先機関として府県労働局
が設置された。 
こうして府県行政における雇用労働部局の権限が縮小する一方で、2000 年４月に改正された
雇用対策法では、第３条の２（現行第５条）が「地方公共団体は、国の施策と相まって、当該
地域の実情に応じ、雇用に関する必要な施策を講じなければならない」と新設された。雇用対
策法改正により、地域雇用政策の主体として、従来からの府県に加えて市町村も法的に認めら
れた。 
2001 年 10 月施行の改訂地域雇用開発促進法においても、都道府県に指定された地域ごとの
雇用計画策定が地方自治体の努力義務になった。国による指定方式から都道府県による指定、
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その地域ごとに作成した計画の国による同意という方式への転換は、地方分権の流れに対応し
ている。実態としては国の同意基準が厳格に設定・運用され、求職活動支援地域における援助
活動の委託は職安局長と受託団体の間の契約であり、どのような事業を行うかなど具体面での
府県の主体性発揮も制約されていたという３）。 
 
（３）自治体への無料職業紹介事業の解禁 
 佐口和郎教授によると、2005 年前後から地域雇用政策の不在が次第に克服された４）。それを
促進したのは、地域における雇用・生活問題の深刻化と地域における担い手の生成であった。 
 第１に大阪府が障害者・母子家庭の母親・中高年齢者・若年者・ホ－ムレスの人・生活保護
受給者等の就業困難者に的を絞った「雇用・就労支援プログラム」を発表（2005 年５月）する
など、自治体独自の地域雇用政策が出現し始めた５）。 
第２に規制改革の一環としての労働関係３法の改正により、労働者派遣法改正で派遣期間の
上限を１年から３年に延長し、製造業への派遣を解禁して、非正規労働者とワーキングプアの
急増をもたらすとともに、職業安定法改正により自治体へ無料職業紹介事業を解禁した。2004
年度から地方自治体による無料職業紹介機関の設置が相次ぎ、2009 年 11 月現在で 138 ｹ所にの
ぼっている。医師確保、農林業振興、ＵＩＪターン、定住促進、産業・企業支援、就業困難者
支援、若年者就労支援、中高年就労者支援など、地域での固有の課題に対応させて、ハローワー
クではカバーしきれない対象への紹介活動が始まりつつある。 
 
２ 国費による雇用創出基金事業の展開 
 
佐口和郎教授は地域雇用政策不在の克服の第３の側面として、地域を対象とした国の雇用政
策が、2005 年度からの地域提案型雇用創造事業（いわゆるパッケージ事業、後継は新パッケー
ジ事業）にみられるように、地域での諸機関が創意工夫をこらして提案したプランをコンテス
ト方式で競わせるといった方式に移行し始めていたことをあげる。国による地域を対象とした
雇用政策を、地方自治体や諸機関が積極的に利用し始めているという事実を評価する。 
予算規模やその実際の雇用に与えるインパクトからみて大きいのは、リーマン・ショック後
の緊急雇用創出事業、ふるさと雇用再生特別基金事業であるが、その前身として緊急地域雇用
創出特別基金事業（2001～04 年度）がある。地域におけるこれらの政策の運用は受動的なもの
ばかりではないとして、地方自治体が主体となる地域雇用政策として位置づけられている。 
 先駆的自治体に限らず全国の地方自治体が取り組んできた地域雇用政策は、こうした国費を
財源とした基金を活用した雇用政策であった。（財）東京市政調査会『自治体の就労支援』では、 
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表１　地域雇用創出基金事業の概要
第１次基金事業 第２次基金事業 第３次基金事業
ふるさと雇用再生 緊急雇用創出事業 重点分野雇用創出
事業　　　　　　　　 事業　                 
交付金名称 緊急地域雇用特別 緊急地域雇用創出 ふるさと雇用再生 緊急雇用創出事業 重点分野雇用創造
交付金 特別交付金 特別交付金 臨時特例交付金 特別交付金
国の予算措置 1999年度一般会計 2001年度一般会計 2008年度労働保険 2008年度一般会計 2009年度一般会計
補正予算（第１号） 補正予算（第１号） 特別会計補正予算 補正予算（第２号） 補正予算（第２号）
　予算額2,000億円 　予算額3,500億円 （第２号） 　予算額1,500億円 　予算額1,500億円
2002年度一般会計 　予算額2,500億円 2009年度一般会計 予備費　1,000億円
補正予算（第１号） 補正予算（第１号） 2010年度一般会計
　予算額800億円 　予算額３,000億円 補正予算（第１号）
予算額　計4,300億円 予算額　計4,500億円 　予算額1,000億円
予算額　計3,500億円
事業終了時期 2002年３月末 2005年３月末 2012年３月末
出所：（財）東京市政調査会（編）『自治体の就労支援』の25～26頁、図表１－２を基に、「雇用対策と自治体の取り組み」
　（『季刊実践自治』2010年冬号所収）７～８頁で補強して作成。
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これを基金事業とよび、３次にわたって実施されてきたとしている（表１参照）６）。以下では、
雇用創出基金事業と呼ぶ。 
 
（１）第１次雇用創出基金事業 
バブル崩壊後の経済停滞から脱しつつあった日本経済は、橋本内閣による消費税率の５％へ
の引き上げの断行と財政再建政策（財政構造改革）による公共事業の削減により、2007 年秋の
山一証券・拓殖銀行の破綻にみられ通り、デフレ・スパイラルと金融システムの麻痺に見舞わ
れた。小渕政権は 1998 年 11 月に緊急経済対策を決定、①中小企業における雇用創出のための
支援事業の導入、②緊急雇用創出特別基金（事業主が非自発的に離職した中高年失業者を雇用
した場合に賃金の一部を助成）の導入等を盛り込んだ。 
1999 年６月、野党・民主党は①土木型から福祉、環境等に力点を置いた新型社会資本整備事
業への転換、②将来的に社会的ニーズの高い分野で 100 万人以上の雇用創出、③民間やＮＰＯ
などを活用し地域が主体となる雇用の拡大、④国・自治体が直接あるいは民間に委託して恒久
的に雇用創出を図ることを内容とする雇用対策を提案した。これに対して自民党は、①雇用不
安を解消するために新たな雇用の受け皿を作ること、②新たな事業の創出は相当時間がかかる
ため臨時応急の措置として国・自治体において雇用・就業の場の創出に資する事業を実施する
こと等を提示した。この「自治体における雇用・就業の場の創出」が第１次雇用創出基金事業
の創設につながる。 
1999 年６月、小渕政権は「緊急雇用対策及び産業競争力強化対策について」において、「緊
急地域雇用創出特別基金事業」（第１次事業）を決定し、11 月９日提出の 2001 年度一般会計補
正予算案（第１号）に盛り込んだ（11 月 16 日成立）。予算額は 3,500 億円で、緊急地域雇用創
出特別交付金として都道府県に配分、都道府県はその財源で基金を造成、2001 年度末を時限と
して基金の取り崩しにより雇用政策を実施する。労働省は、行政改革の下での行政スリム化と
いう政策に反しない政策とするために、①一両年で終わる事業、②基本的に民間委託、③雇用
創出が図られる事業という枠組みを設定した。①との関連では雇用期間を６ｹ月に限定した。「臨
時応急の措置」という事業の性格、国費による特別交付金の配分と都道府県による基金の造成
という財政方式は第２次基金事業、第３次基金事業に引き継がれる原型となった。政府は第１
次雇用創出基金事業では 1,996 億円が執行され、新規雇用数は 31 万人で、30 万の雇用創出目
標は達成されたとしているが、算出の根拠は不明である。 
 
（２）第２次雇用創出基金事業 
 第１次雇用創出基金事業の実施期間中、全国の地方自治体は政府に対し 2002 年度以降の事業
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継続を求める決議を多数提出した。しかし厚生労働省は 2001 年４月の時点では、当初の予定通
り 2002 年３月末で事業を終了し、地域雇用促進法の改正により、自治体主導の雇用創出の仕組
みを創設するとの見解を示していた。森政権から小泉政権への交代後の 2001 年６月 26 日、小
泉政権は「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針」を発表した。以後
２、３年を「日本経済の集中調整期間」に位置づけて、不良債権問題の抜本的な解決を目指す
とともに、不良債権処理等が雇用に及ぼす影響にかんがみ、離職者等に対する「セーフティネッ
トの拡充」を図るという方針であった。 
この「セーフティネットの拡充」が第２次雇用創出基金事業の創設につながる。2001 年９月、
小泉政権は「総合雇用対策」において、「緊急地域雇用創出特別基金事業」（第２次雇用創出基
金事業）を決定し、７月８日提出の 2001 年度補正予算案（第１号）に盛り込んだ（７月 21 日
成立）。予算額は 3,500 億円で、緊急地域雇用創出特別交付金として都道府県に配分、都道府県
はその財源で基金を造成、2004 年度末を時限として基金の取り崩しにより雇用政策を実施する。
2002 年 12 月には事業の拡充、中小企業の雇用安定や雇用機会創出のための小規模事業への事
業委託の推進など第２次雇用創出基金事業の見直し内容を決定した。2003 年１月 20 日、第２
次雇用創出基金事業への 800 億円（中小企業特別事業委託分 400 億円、一般事業分 400 億円）
の追加を含む 2002 年度一般会計補正予算案（第１号）を国会へ提出した（１月 30 日成立）。こ
れにより予算規模は第１次雇用創出基金事業の 2 倍以上の 4,300 億円に増額された。2001 年 11
月に厚生労働省が都道府県に示した第２次雇用創出基金事業の実施要領は、第１次雇用創出基
金事業を踏襲した。 
政府は第２次雇用創出基金事業では 4,189 億円が執行され、事業に従事する労働者数 64 万
4,570 人、新規雇用の失業者数は 57 万 3,029 人で、50 万人強の雇用・就業機会創出目標は達成
されたとしている。雇用拡大は量的には達成されたとしても、一時雇用で一時しのぎの対策で
しかない。 
 
（３）第３次雇用創出基金事業 
 2004 年には輸出主導型経済成長により雇用改善がみられたが、青森県など雇用情勢が厳しい
地域から第２次雇用創出基金事業の継続の要望が出された。政府はこれに応えずに予定通り
2004 年度末に事業は終了することとし、代わりに 2005 年度から地域再生法の地域再生計画の
一環としての地域提案型雇用創造促進事業（旧パッケージ事業）165 億円、さら 2007 年度から
地域雇用創造推進事業（新パッケージ事業）を導入した。予算規模は零細で、同一地域におけ
る事業期間の上限を３年間とした。 
 2008 年のリーマン・ブラザーズの破綻を契機とする世界金融危機・世界同時不況と小泉政権
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の構造改革による格差・貧困の拡大の下で、参議院選挙の敗北に見舞われた自民党政権は「生
活」に視点を置いた政策を展開せざるをえなくなった。麻生政権は 2008 年 11 月、「生活対策」
において、①暮らしの安心が脅かされている生活者、②資金繰りに悩む中小企業、③都市部と
の格差に悩む地方といった弱者へのセーフティネットとして、安定的な雇用機会を創出するた
めに、「ふるさと雇用再生特別基金事業」を実施することとした。さらに 12 月 19 日、「生活防
衛のための緊急対策」を決定し、緊急一時的な雇用・就業機会の創出による再就職支援対策と
して「緊急雇用創出事業」を実施することとした。2009 年１月に第３次雇用創出基金事業の実
施要領を都道府県知事に通知した。第３次雇用創出基金事業の期限は 2011 年度末であり、第１
次事業、第２次事業と同様に時限的な政策である７）。 
 なお国庫支出金としての特別交付金による基金事業とは別に、2009 年度地方財政対策では
「生活防衛のための緊急対策」の一環として地方交付税においてこれまでの加算措置とは別枠
で１兆円が増額され、その半分の 5,000 億円が「地域雇用創出推進費」として地方財政計画に
計上された。2009 年度と 2010 年度の２年間の措置で、総務省は特別交付金と同様にいったん
基金に積んで活用を図るよう助言している８）。 
民主党は政権を獲得すると、2009 年度補正予算（第１次）で導入された時限的な緊急人材育
成事業（雇用保険失業給付を受給できない者への職業訓練・訓練期間中の生活支援のための給
付－単身者月 10 万円、扶養家族を有する者月 12 万円）を、2010 年６月に閣議決定された「新
成長戦略」に基づき 2011 年度から求職者支援制度として恒久化するなど雇用対策を積極化した９）。
ただし地域雇用政策については、自民党政権下で実施されてきた時限的な第３次雇用創出基金
事業の枠内で運用改善と事業費の上積みを図っているにすぎない。 
 
（ⅰ）ふるさと雇用再生特別基金事業 
 2008 年度労働保険特別会計補正予算（第２次）で 2,500 億円が拠出され、都道府県に配分さ
れた。地域内でニーズがあり今後の地域の発展に資すると見込まれる事業のうち、その後の事
業の継続が見込まれる事業を計画し、民間企業などに業務を委託する制度である。基金の積極
的な活用が認められる分野としては、介護、環境、観光、農林水産業などがあげられている。
実施要領では「地域の継続的な雇用機会の創出を図る」という政策目的が掲げられている点が、
第１次事業、第２次事業、第３次事業の緊急雇用事業とは区別される特徴である。雇用期間は
原則１年であり、必要に応じ更新できる。都道府県は委託事業のため新規に雇い入れた労働者
を引き続き正規労働者として雇い入れた企業等に対しては、一時金として 1 人当たり 30 万円を
支給する。 
 各都道府県の「ふるさと雇用再生特別基金事業計画書」の集計に基づく分野別構成比では、
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全国平均で産業振興が 23.8％で第１位、農林漁業が 18.9％で第２位、介護・福祉が 16.0％で第
３位となっている 10）。全国の事例をみても、青森県の民間主導による地場産品の商品化・販売
モデル構築、福島県・愛知県・鹿児島市の民間委託による県産品アンテナショップの設置・運
営、秋田県・長崎県壱岐市の地場農産物の直営店における販売と農作業体験ツアーの実施など、
農林漁業を含めた産業振興が目につく 11）。 
 
（ⅱ）緊急雇用創出事業 
 離職を余儀なくされた失業者や未就職者の短期的に雇用する政策である。2008 年 12 月に創
設された。2008 年度一般会計補正予算（第２次）で 1,500 億円が計上され、2009 年４月の「経
済危機対策」の一環として 2009 年度一般会計補正予算（第２次）で 3,000 億円が積み増しされ、
計 4,500 億円となった。ここから都道府県に対して「緊急雇用創出事業臨時交付金」を交付、
都道府県は基金を造成し、2011 年度末まで基金を取り崩して直営事業を行うか、市町村事業を
補助する。 
事業は直接雇用と委託から成るが、雇用期間が原則６ｹ月と短いため、対象となる職種は事務
補助や作業員などに限定された。2009 年５月、厚生労働省は緊急雇用創出事業の 3,000 億円追
加に係る交付要綱と併せて人材確保・高度化等が要請される分野（介護・福祉、子育て・医療・
教育）を重点分野として扱い、１回の更新（実質 1 年間の雇用が可能に）を可能にする等見直
す通知を都道府県に発した。 
各都道府県の「緊急雇用創出事業計画書」の集計に基づく分野別構成比では、全国平均で環
境が 20.9％で第１位、教育・文化が 18.1％で第２位、農林水産業が 11.3％で第３位となってお
り、ふるさと雇用再生特別基金事業とはかなり差がある。全国の事例をみても、茨城県・岡山
県の環境を悪化させる動物の捕獲、東京都の荒廃渓流の美化、神奈川県の海岸漂着ゴミ回収な
ど環境に係る事業が目につく。 
 
（ⅲ）民主党政権下の重点分野雇用創出事業 
 政権交代後の 2009 年 10 月、鳩山政権は 2010 年３月までの「緊急雇用対策」を決定し、第３
次雇用創出事業の運用改善、前倒し執行、要件緩和（緊急雇用事業における雇用期間の１回の
更新を全分野で認めるなど）を盛り込んだ。2009 年 12 月の「明日の安心と成長のための緊急
経済政策」では「重点分野雇用創出事業」を創設、2009 年度補正予算で緊急雇用事業に係る都
道府県の基金の 1,500 億円積み増しが計上された 12)。さらに 2010 年９月の「新成長戦略実現に
向けた３弾構えの経済対策」において予備費 1,000 億円を積み増し、さらに 2010 年度補正予算
で 1,000 億円積み増し、積み増し額は計 3,500 億円になった。 
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事業は、介護、医療、農林、環境・エネルギー、観光、地域社会雇用およびこれらを支える
教育・研究分野の７分野と各地方自治体が地域の成長分野として設定する重点分野について、
民間企業、NPO、社会福祉法人などへ委託する。重点分野雇用創出事業と重点分野の雇用と結
びつけるための研究を行う地域人材育成事業から成る。雇用期間はいずれも１年以内である。 
 
３ 愛媛県の財政と地域雇用対策 
 
（１）第２次雇用創出基金事業下の地域雇用対策 
愛媛県における雇用対策も、国による第１次雇用創出基金事業の「緊急地域雇用特別交付金」
の配分に主導されて、実質的には 1999 年度からスタートしたといえる。2001 年度から４年間、
第２次雇用創出基金事業による特別交付金を原資として県が 63 億円の基金を造成し、それを取
り崩して地域雇用対策を実施した。基金を活用した事業の中心は、県営事業および市町村事業
としての愛媛県新緊急地域雇用創出基金事業であり、最終年度の 2004 年度には 21 億 6,297 万
円の支出規模であった（表２参照）。この事業による新規雇用者数は、４年間の累計で 5,506 人
（一般事業分 5,339 人、中小企業特別委託事業分 167 人）とされている。 
2004 年７月には、若年者就職支援センター（ジョブカフェ愛 work）を設置したが、同年度の
支出規模は 3,589 億円で、利用者数は 34,290 人（うちかかりつけ相談者数は 5,077 人）、就職決
定者数は 634 人（うち学生以外 346 人）であった。2004 年度には若年者自立支援型訓練実施事
業として、従来の高等技術専門校内での訓練に企業での訓練や実習訓練（就労形式）を組み合
わせた「日本版デュアルシステム」を導入し、830 万円支出した。 
 
（２）第３次雇用創出基金等事業下の地域雇用政策 
緊急地域雇用創出特別交付金を原資とする基金を活用した事業が終了すると、愛媛県におけ
る雇用安定対策は 2005～07 年度に大幅に縮小した。2007 年度についてみると、主な事業は若
年者就職支援センター事業で、運営を「えひめ若年人材育成推進機構」に委託した。支出規模
は 2006 年度の 1,345 万円から 4,212 万円に増額され、同センターを利用して就職した若者の数
は 2006 年度の 1,575 人から 1,990 人に増加した。2005 年７月にはニート支援体制づくりのため
の愛媛県若者サポート会議を設置、2006 年８月にはえひめ若者サポートステーション（国から
委託を受けた民間団体が運営）を開設、2007 年２月には愛媛若者サポートプランを策定した。
えひめ若者サポートステーションの開設・運営に就業対する支援を中心とする愛媛若者サポー
ト事業の支出規模は 2007 年度に 511 万と零細であった。 
結局、愛媛県における地域雇用対策の本格化も、2008 年度における国のふるさと雇用再生特 
－
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表２　愛媛県の地域雇用対策－2003～2007年度、決算額－
単位：千円
2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度
愛媛県新緊急地域雇用創出基金活用事業（基金取り崩し） 2,071,871 2,162,971
　　県営事業 1,171,233 1,250,060
　　市町村事業 900,638 912,911
再就職支援カウンセリング事業(基金取り崩し） 27,825
若年者就職支援セミナー事業（基金取り崩し） 9,975
若年者就職支援センター事業 35,889 14,120 13,453 42,116
　　　国費 ー 1,017 712 981
　　　県費 35,889 13,103 10,444 41,135
若年者自立支援型訓練実施事業 8,300 13,599
　　　国費 6,195 10,400
　　　県費 2,105 3,199
愛媛若者サポート事業（県費） 3,986 5,109
地域雇用創造促進支援事業（県費） 4,143 3,575
出所：愛媛県「主要施策の説明」平成15～19年度。
－ 12 － 
別基金事業と緊急雇用創出事業の導入と交付金の配分を待たねばならなかった。同年度に愛媛
県ふるさと雇用再生特別基金積立金として 45 億１,000 万円、愛媛県緊急雇用創出事業臨時特
例基金積立金として 19 億円支出し、基金を造成した（表３参照）。基金の規模は、2001～04 年
度に実施した愛媛県新緊急地域雇用創出基金活用事業（63 億円）のケースとあまり差はない。 
二つの基金の取り崩しにより 2011 年度まで実施される事業は 2009 年度から本格化した。愛
媛県ふるさと雇用再生事業・市町ふるさと雇用再生事業は、県が地域求職者等を雇い入れて行
う事業により雇用機会を創出する事業であり、2009 年度の県事業の支出規模は５億 3,350 万円、
雇用した数は 244 人、市町村事業の支出規模は２億 8,013 万円、雇用した数は 124 人であった。
愛媛県緊急雇用創出事業・市町緊急雇用創出事業は、離職を余儀なくされた非正規労働者や中
高年齢者等の失業者に対して、次の雇用までの短期の雇用・就業機会の創出等を実施する事業
である。2009 年度の県事業の支出規模は 14 億 5,653 万円、雇用した人数は 1,906 人、市町村事
業の支出規模は９億 9,217 万円、雇用した人数は 1,174 人であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 二つの基金を活用した事業の最終年度にあたる 2011 年度の当初予算をみると、ふるさと雇用
再生特別基金事業で 2,489 万円、緊急雇用創出事業で 445 万円の基金の積み増しが行われてい
る。基金を活用した事業費はふるさと雇用再生事業 15 億 4,000 万円（県事業９億 2,400 万円、
市町村事業６億 1,600 万円）、緊急雇用創出事業 28 億 9,800 万円（県事業 17 億 2,200 万円、市
町村事業 11 億 7,600 万円）であった。事業規模は４年間で最大であるが、十分な雇用効果をあ
げられるかは疑問である。 
県の第五次長期計画（「新しい愛媛づくり指針」、計画期間 2000～10 年度）では優先施策 30
表３　愛媛県の地域雇用対策－2008～2009年度、2011年度－
単位：千円
2008年度 2009年度 2011年度
予算額
若年者人材育成事業（県費） 42,626 41,381 43,169
愛媛若者サポート事業（県費） 8,727 7,420 15,158
愛媛県ふるさと雇用再生事業 4,517,603 533,499 948,893
　　基金造成 4,510,000 ー 24,893
　　基金取り崩し 7,603 533,499 924,000
市町ふるさと雇用再生事業 ー 280,134 616,000
愛媛県緊急雇用創出事業 1,972,766 1,456,526 1,766,521
　　基金造成 1,900,000 ー 44,521
　　基金取り崩し 72,766 1,456,526 1,722,000
市町緊急雇用創出事業（基金取り崩し） 27,272 992,173 1,176,000
出所：愛媛県「主要施策の説明」平成20～21年度、「一般会計予算書」平成23年度。
決算額
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に「地域の実情を踏まえた雇用対策の推進」が掲げられており、成果指標の有効求人倍率では
現状値 0.86 倍（2005 年度）に対して目標値を 1.00 倍（2010 年度）と設定しているが、2009 年
度の実績値は 0.54 倍と大幅に低下している（表４参照）。成果目標・完全失業率については、
現状値 4.0％（2005 年度）に対して目標値を 3.1％と設定しているが、実績値（2009 年度）は
4.5％まで高まっている。愛媛県の雇用情勢は、地域雇用対策の実施にもかかわらず大幅に悪化
しており、基金を活用した時限的な雇用対策の限界が示されている。ふるさと雇用再生特別基
金事業は原則１年、緊急雇用創出事業は６ｶ月間の雇用期間である。循環的な失業で景気回復と
ともに短期間のうちに縮小するという条件の下で有効な政策であり、現在の日本のような長期
的、構造的失業の縮小にはほとんど寄与していない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 国費による雇用創出基金事業の意義と限界 
 
（１）意義 
 意義としては、地方自治体の雇用政策が全国的に展開する財政的基盤を与えたことがあげら
れる。バブル崩壊後の国の景気対策に地方債増発を伴う公共投資拡大という形で動員された地
方財政は、1990 年代末からは税収の停滞に公債費の増大が加わって、硬直化に見舞われていた。
小泉政権下では、「小さな政府」指向の地方財政スリム化策として、「三位一体の改革」の名の
下に、地方交付税の大幅削減と国庫支出金の税源移譲額を上回る削減が断行された。地方自治
体には雇用政策の努力義務が課せられたが、新たな政策分野に進出する財源的余地はなく、自
主財源で地域雇用政策を積極的に行ったのは一部の先進自治体のみであった。 
 ３次にわたる雇用創出基金事業の特徴は、国庫補助事業ではあるが、全額国が負担し、義務
的な地方負担を伴わない点にある。全国の地方自治体は財政硬直化という厳しい財政条件下に
表４　愛媛県における地域雇用対策も目標値と実績値
現状値 目標値 実績値
2005年度 2010年度 2009年度
有効求人倍率 　　　0.86倍 　　1.00倍 　　0.54倍
完全失業率 4.0% 3.1% 4.5%
若年者の完全失業率 9.4% 8.5% －
注：１）目標値は愛媛県長期計画による。
　　２）若年者の完全失業率については、５年に１回実施される
　　　総務省統計局の「就業構造基本調査」に基づいて数値を
　　　記載してきたが、2008年７月発表分では集計しないことに
　　　なったので、「国勢調査」の数値に変更して数値を記載する
　　　こととした。
出所：愛媛県「主要施策の説明」平成21年度。
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あっても、地域雇用政策を展開する財政的基盤を与えられたのである。事業の実施にあたって
は、事業費に占める人件費比率、新規失業者雇用比率など厚生労働省が実施要領で基準を決め、
使い勝手が悪いという批判が出されたが、どのような事業を実施するかについては自治体の幅
広い裁量が認められ、国費に依存しているものの、自治体による地域雇用政策の中核を占める
事業が全国的に展開したと評価できる。 
 
（２）限界 
 佐口和郎教授は、①地方自治体の独自の政策の展開、②地域雇用に関する国の事業を自治体
や地域の諸主体が積極的に活用し始めている、③産業政策や福祉政策も含み込んだ地域社会政
策にまとまってゆく趨勢がみられることをもって、2005 年前後から地域雇用政策の不在が次第
に克服され、相当程度進化したと評価しているが、その限界を明らかにしていない。 
 地域雇用政策の中核を占めた緊急雇用創出基金事業について、失業対策事業の再版として出
発し、失業対策事業での「滞留問題」を考慮して、そこでの雇用はあくまでも一時的雇用であ
り、多くの失業者を吸収したのは軽作業中心であった 13)。しかし 2001～04 年度までの緊急地
域雇用特別基金事業での推奨例は環境・福祉・教育等であり、これらの事業の中には継続雇用
が合理的なものも含まれていたとする。リーマン・ショック後のふるさと雇用再生特別基金事
業では、事業と雇用の一定程度の継続性が要請されることになった。前身の緊急雇用創出特別
基金事業等の中に、事業の継続性や雇用の継続性を認めることが合理的なものが背景にあると
推測することも可能であり、実際、ふるさと雇用再生特別基金事業を地域の環境や観光のＮＰ
Ｏの強化の事例なども散見ですることができるとしている。 
 失業対策の「滞留問題」とは、失業対策事業の就労者が民間の雇用に移行せず、失業対策事
業に長期滞留したことをいう。小渕政権は「緊急対策と産業競争力強化対策」において、第 1
次雇用創出基金事業について過去の失業対策事業の弊害をもたらさないように十分留意するこ
ととしていた。2001 年 11 月８日の衆議院厚生労働委員会において、日本共産党の大森猛衆議
院議員は、教育現場のチームティーチングの臨時講師を例にとり、６ｹ月の雇用期間では効果が
あがりにくいため、自治体の裁量で最大１年に延長することを提案した 14)。しかし、厚生労働
省は事業目的が民間の安定した職業に就くまでのつなぎの雇用確保であることを強調して、雇
用期間の見直しを拒否した。 
 雇用創出基金事業における事業の時限的性格と一時的雇用という骨格は、過去の失業対策事
業への反省からつくられたというよりも、自民党政権における「小さな政府」指向の構造改革
の一環としての、地方行財政スリム化政策により規定されていることを見逃してはならない。
従ってふるさと雇用再生特別基金事業も事業は時限的である。継続雇用を期待するといっても、
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雇用期間が原則１年であり、その後の民間の継続雇用にインセンティブを与えているにすぎな
い。前述した全国の事例をみると、農林漁業を含む産業振興、介護・福祉が上位を占めている
が、継続雇用につながるケースが多いとは思われない。民主党政権に移行して、地域主権のス
ローガンの下で分権改革を推進しようとしているが、地方公務員の削減など地方行政スリム化
の基調は変わっていない。 
 派遣労働の規制緩和による非正規労働者の急増とリーマン・ショック後のその大量解雇によ
るワーキング・プアの顕在化というように安定雇用が急速に縮小している雇用情勢の下で、民
間の安定した職業に就くまでのつなぎの雇用確保という政策目的が国民のニーズから大幅にズ
レている。第３次雇用創出基金事業は 2011 年度末に終了するが、恒常的で継続雇用を可能にす
るような新たな地域雇用政策の枠組みの設定が求められている。 
 
（３）生活重視の「中型政府」・内需主導型成長戦略への転換 
2010 年６月 18 日に閣議決定された「新成長戦略」では、「第三の道」による日本経済の建て
直しを打ち出した 15）。我が国の経済社会の呪縛となっているのは、産業構造・社会構造の変化
に合わない二つの道による政策ととらえている。「第一の道」は公共事業中心の経済政策であり、
1990 年代以降は従来型のインフラへの投資効率が低下してもなお、既得権擁護のためのばら撒
きが続けられた。「第二の道」では行き過ぎた市場原理主義に基づき、供給サイドに偏った生産
性重視の経済政策が推進された。一企業の視点ではリストラの断行による業績回復が妥当な場
合もあるが、国全体としてみれば多くの人が失業する中で国民生活は更に厳しくなり、デフレ
経済に陥った。3 次にわたる雇用創出基金事業を中心とする地域雇用政策は「第二の道」の枠
内での政策であり、限界をもったものである。 
「第三の道」では、経済社会が抱える課題の解決が新たな需要や雇用創出のきっかけととら
える。持続可能な財政・社会保障制度の構築や生活の安全網（セーフティネット）の充実を図
ることが、雇用を創出するとともに、国民の将来不安を払拭して貯蓄から消費への転換を促し、
経済成長の礎となるとする。「第三の道」で医療・福祉、環境などの分野で安定雇用の途がひら
かれれば、地域雇用政策は効果を発揮しうる。 
「新成長戦略」が決定された直後の 2010 年６月 22 日に「財政運営戦略」が閣議決定され、
財務省主導の財政再建最優先路線が設定された。2011 年６月 18 日に閣議報告された「社会保
障・税一体改革成案」も、はじめに「消費税率５％引き上げ」ありきの改革成案であり、社会
保障制度の充実（政策増）に充当されるのは消費税１％程度で、３％分は財政赤字の圧縮に充
当される 16）。ここでも財務省主導の財政再建最優先路線が貫かれている。 
すでに小泉内閣における財政再建第１期（2002～06 年）の「福祉見直し」により、福祉を中
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心とする生活保障機能は著しく弱体化した。「小さな政府」指向を維持して、福祉・教育等の再
生を部分的なものにとどめると、中低所得者の生活保障の上で「中央・地方政府」財政支出（サー
ビス提供主体はＮＰＯ等多様化）の役割は極小化する。国民は政府に不信感を強め、一層の「小
さな政府」を求めるという悪循環に陥ってきた。格差・貧困の拡大、医療・福祉システムの劣
化に国民の不安が高まると、自公政権末期には「小さな政府」指向の政策に転換のきざしがみ
られた。しかし福祉・教育水準をヨーロッパ大陸先進国水準に積極的に引き上げるよりも、消
費税増税により租税負担率を「中型政府」並みに引き上げることを通じて、財政再建を図るこ
とに主な狙いはあった。民主党政権の「社会保障・税一体改革成案」においても「中型福祉」
への転換が掲げられているが、主な狙いは自民党政権末期と同様である。 
政府は、2011 年８月５日、「新成長戦略」の見直しに向け、「日本再生のための戦略にむけて」
を閣議決定した。「新成長戦略」の見直し指針となる「日本再生のための戦略」を年内に策定す
る。財務省主導の財政再建最優先路線、東日本震災復興のための巨額の財政移出を考慮すると、
「第二の道」に戻って、輸出主導型成長への回帰を目指す戦略に回帰する可能性が高い。 
日本の先進国で突出した高齢化と「生活重視型」成長への転換の必要性を考慮して、ドイツ・
フランス水準（「国民負担率」で 60～65％）の「中型政府」をフレームワークとすべきである
と考える 17）。現在は「中型政府」に見合った負担増を国民に求める条件にはない。５～６年と
いう中期は、その条件整備の期間と位置づけるべきであり、条件整備の基本は「生活重視型」
成長への転換である。税制改革はその基盤となる経済成長の高さのみならず、成長パターン、
目指すべき政府規模、多くの国民が税制改革を受け入れる条件整備と関連づけて検討する必要
がある。税制改革では自公政権下で大幅に軽減されてきた大企業と高所得者の負担を復元する
社会保険料事業主負担を含めた直接税制の再構築が最優先課題であり、消費税増税は成長戦略
と財政支出構造の転換の後に、地方への移譲を中心に進めるべきである。 
 
注： 
１）以下、1980 年代までの雇用政策の消極性と自治体雇用政策の不在については、佐口和郎「地
域雇用政策とは何か－その必要性と可能性－」神野直彦ほか（編）『自立した地域経済のデザ
イン』（講座 新しい自治体の設計４）有斐閣、2004 年、209～213 頁；佐口和郎「日本にお
ける地域雇用政策の進化と現状」社会政策学会（編）『社会政策』第２巻第３号、ミネルヴァ
書房、2011 年３月、６～12 頁による。 
２）分権改革一括法と自治体雇用政策との関連については、澤井勝「日本における自治体就労
政策の新展開：分権改革と自治体の雇用労働行政」大谷強・澤井勝（編）『自治体雇用・就労
施策の新展開』公人社、2008 年、62～65 頁による。 
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４）以下、地域雇用政策の不在の克服については、主に佐口和郎「日本における地域雇用政策
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業と就職困難層就労実態調査を踏まえて、2002 年度から地域就労支援事業を実施しており、
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阪府の取り組みについては、大谷強「大阪府における雇用・就労政策の取り組み」大谷強・
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８、10 頁による。 
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10）第３次雇用創出基金事業の事業分野別構成比については、（財）東京市政調査会、前掲書、
36～48 頁による。 
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まった」『世界』2008 年４月号、141～150 頁を参照のこと。 
